
【ＤＯ（実施）】

④

766

0

県支出金

地方債

0

52

その他

一般財源

　国民保護対策事業関連
　・平成28年度から業務継続計画の策定に着手し、協議・検討を重ね平成29年4月に策定した。

　災害被災者援護事業関連
　・平成28年度は、2世帯に災害見舞金及び救援物資（日本赤十字社からの預かり品）を支給
　　①８月　全焼　1人暮らし　20,000円支給
　　②10月　全焼　2人暮らし　30,000円支給

指標名

090202 危機管理体制の充実

様々な危機に対し、市が組織として救援・復旧活動などへ迅速・的確に対応するた
め、業務継続計画の策定や国民保護計画の見直しなど、体制の構築・充実を進める
とともに、国や県、関係機関との密接な連携に努めます。

施策の概要

090201 危機管理意識の向上

新たな感染症の流行や他国からの武力攻撃など、様々な危機が発生した場合に、市
民が適切かつ迅速に行動できるよう、平常時から危機に関する調査や想定訓練を実
施するとともに、広報等による危機管理意識の普及啓発を行います。

事業費

国庫支出金

H29年度

予算 見込
特記事項

-

-5,493

6,233

H30年度

0

0

0

740

0

③

②

⑤

施策経費

52

①

H31目標値 H32目標値

H28年度

H31実績値 H32実績値

施策 0902 総合的な危機管理の推進 施策推進担当部 総務部

H29目標値 H30目標値

H29実績値 H30実績値

基準値
（H26）

H28目標値

H28実績値

施策の方針
様々な危機から市民の生命、身体及び財産を守るため、危機管理意識の向上や危機管理体制の充実に努
める。

基本計画における目標値

平成 29 年度 施策評価表

単位
H28年度

達成率 進捗率

5,057

0

5,109

人件費

施策達成状況の説明

フルコスト

0

740

決算
（単位:千円）

766

0

0

0

0

内
訳



【ＣＨＥＣＫ（評価）】

【ＡＣＴＩＯＮ（改善・改革）】

平成30年度新規事業

【評価調整委員会意見】

【最終評価（都市経営戦略会議）】

評価調整委員会意見のとおり

≪特記事項≫

1 施策推進担当部意見のとおり

1

0

5

4

3

2

問題点・課
題を踏まえ
た施策構成
事務事業の
改善・改革
や新規事業
についての
考え方

○武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律の改正及び国・県の計画変更を受け、本市の計画について
も見直し、修正を行い、国・県の計画とかい離の無い実効性のある計画とし、国民保護協議会等にて関係機関と共有する。

○ホームページ等で、広く市民に周知を図る。

事業名（仮称） 担当課 対象・事業概要など
H30年度見込

事業費

施策を達成
する上での
問題点・課
題

≪特記事項≫

○住民の危機管理意識の向上
○関係機関との連携の強化
○庁内における危機的状況への応急体制の構築

1


